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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第92期
第３四半期
連結累計期間

第93期
第３四半期
連結累計期間

第92期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 322,843 375,068 440,752

経常利益 (百万円) 16,801 24,529 23,884

四半期(当期)純利益 (百万円) 10,772 16,188 16,741

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円) 3,605 17,220 14,937

純資産額 (百万円) 153,673 182,215 166,739

総資産額 (百万円) 378,594 395,820 393,695

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 46.02 66.63 71.47

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 37.6 43.7 39.3

　

回次
第92期
第３四半期
連結会計期間

第93期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期    
純利益金額

(円) 21.57 25.99

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。

また、主要な関係会社の異動は、下記のとおりであります。

　

(精密部品事業)

第１四半期連結会計期間において、当社を株式交換完全親会社、株式会社トープラを株式交換完全子会

社とする株式交換を行い、株式会社トープラを連結の範囲に含めております。

　
(産業機器ほか事業)

当第３四半期連結会計期間より、日発投資有限公司は重要性が増したため、連結の範囲に含めておりま

す。

　
この結果、平成24年12月31日現在では、当社グループは、当社、子会社64社及び関連会社13社により構成

されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子

会社)が判断したものであります。

　
(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日までの９ヶ月間）における世界

経済につきましては、欧州は債務問題により景気低迷が続いておりましたが、米国は伸びは緩やかながら

も、好調さが見えるようになりました。中国ならびにアジア経済は、欧州向け輸出が減少した影響もあり、

景気が減速しておりました。

  一方、日本経済につきましては、欧州の債務問題、中国経済の減速、長期化傾向にあった円高の影響で輸

出が伸びず、景気の回復は足踏み状態となっておりました。

  当社グループの主要な事業分野であります自動車関連は、震災からの復興需要とエコカー補助金の効

果などにより、国内販売は3,682千台で前年同期比20.1％の増加となりました。完成車輸出は3,534千台で

前年同期比5.3％の増加となりました。これにより国内の自動車生産台数は7,169千台で前年同期比

10.4％の増加となりました。

  また、もう一方の主要な事業分野であります情報機器関連は、顧客であるＨＤＤ（ハードディスクドラ

イブ）メーカーの減産により受注が減少いたしました。

  以上のような経営環境から、売上高は375,068百万円（前年同期比16.2％増）となりました。また収益

面では、売上増により、営業利益は21,610百万円（前年同期比37.2％増）、経常利益は24,529百万円（前

年同期比46.0％増）、四半期純利益は16,188百万円（前年同期比50.3％増）となりました。

 

　
セグメントの状況は以下のとおりです。

[懸架ばね事業]

  懸架ばね事業は、国内外での自動車の増産により、売上高が75,965百万円（前年同期比15.0％増）、営

業利益が7,140百万円（前年同期比55.3％増）となりました。

　
[シート事業]

  シート事業は、国内外での自動車の増産により、売上高が151,974百万円（前年同期比17.5％増）、営業

利益が9,479百万円（前年同期比61.3％増）となりました。

　
[精密部品事業]

  精密部品事業は、国内外での自動車の増産により、売上高は93,572百万円（前年同期比26.3％増）とな

りましたが、営業利益はＨＤＤの減産により、2,429百万円（前年同期比9.5％減）となりました。

　
[産業機器ほか事業]
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  産業機器ほか事業は、国内景気の停滞により、売上高は53,556百万円（前年同期比0.3％増）、営業利益

が2,561百万円（前年同期比1.2％減）となりました。

　
(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、連結子会社の増加による有形固定資産の増加等の影響によ

り、前連結会計年度末に比べ2,125百万円増加し、395,820百万円となりました。

負債については、営業債務の減少等の影響により、前連結会計年度末に比べ13,350百万円減少し、

213,605百万円となりました。

純資産については、四半期純利益の留保による利益剰余金の増加や株式交換による自己株式の減少等

の影響により、前連結会計年度末に比べ15,475百万円増加し、182,215百万円となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　

(基本方針の内容)

当社は経営の健全性を維持し企業価値を継続的に高めていくために、経営上の組織体制や仕組みを整

備し、必要な施策を実施することを基本的な方針としております。

この基本的な方針をふまえ、株主、顧客、取引先、地域社会、従業員等当社をとり巻くあらゆるステーク

ホルダーに対して企業としての責任を果たすことにより、良好な関係の維持に努めております。

当社は従来より監査役設置会社形態を採用しております。平成17年６月よりコーポレート・ガバナン

スの見直しの一環として執行役員制度を導入し、経営の意思決定・監督と業務執行機能とに分離・明確

化を図りました。各事業部にそれぞれの事業に精通した執行役員を配置して業務を執行し、取締役・監査

役により監督・監査する体制をとることにより経営の質を高めております。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、8,035百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。

　

(5) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績が著しく増加しております。

シート事業は、国内外での自動車の増産により、生産高が138,133百万円（前年同期比19.2％増）、受注

高が177,813百万円（前年同期比22.6％増）、受注残高が58,527百万円（前年同期比20.8％増）、売上高

が151,974百万円（前年同期比17.5％増）となりました。

精密部品事業は、国内外での自動車の増産により、生産高が94,255百万円（前年同期比22.3％増）、受

注高が92,348百万円（前年同期比24.8％増）、受注残高が22,475百万円（前年同期比2.5％減）、売上高

が93,572百万円（前年同期比26.3％増）となりました。
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(6) 主要な設備

新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第３四半期連結累計期間に著しい変動があった設備

は、次のとおりであります。

 新設

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備投資の内容
設備投資金額
（百万円）

提出会社
滋賀工場
(滋賀県甲賀市)

懸架ばね事業 巻ばね第３ライン新設 840

提出会社
群馬工場
(群馬県太田市)

シート事業 新シート棟建屋建設 583

株式会社トープラ 神奈川県秦野市 精密部品事業 建屋新設 878
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 244,066,144244,066,144
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であ
り、単元株式数は100株であり
ます。

計 244,066,144244,066,144― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年12月31日 ― 244,066,144― 17,009 ― 17,295

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成24年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,168,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であり、単元株
式数は、100株であります。

完全議決権株式(その他)
普通株式

242,669,800
2,426,698 同上

単元未満株式
普通株式

228,344
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であります。

発行済株式総数 244,066,144― ―

総株主の議決権 ― 2,426,698 ―

(注) １  「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,200株式、日発販売株式会社名義(平

成24年４月１日付で当社と株式交換をした際の失念株分)の株式が300株含まれております。また、「議決権の

数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個、日発販売株式会社名義(平成24年４月１日

付で当社と株式交換をした際の失念株分)の議決権の数３個が含まれております。なお、当該日発販売株式会

社名義の株式300株(議決権の数３個)につきましては、同社は実質的には株式を所有しておりません。

２  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式が次のとおり含まれております。

自己保有株式 　 37株

　

② 【自己株式等】

平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
 
日本発条株式会社

横浜市金沢区福浦
三丁目10番地

1,168,000─ 1,168,0000.48

計 ― 1,168,000─ 1,168,0000.48

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１日

から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 59,217 49,043

受取手形及び売掛金 ※2, ※3
 101,631

※2, ※3
 102,206

商品及び製品 12,785 14,278

仕掛品 6,944 9,088

原材料及び貯蔵品 10,111 9,812

部分品 3,230 3,248

繰延税金資産 3,992 2,543

その他 15,171 14,267

貸倒引当金 △177 △118

流動資産合計 212,907 204,370

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 108,477 116,664

減価償却累計額 △68,036 △74,131

建物及び構築物（純額） 40,440 42,533

機械装置及び運搬具 164,449 185,214

減価償却累計額 △130,880 △148,459

機械装置及び運搬具（純額） 33,569 36,754

土地 28,871 30,783

リース資産 5,191 5,809

減価償却累計額 △2,349 △2,931

リース資産（純額） 2,842 2,877

建設仮勘定 6,183 6,857

その他 47,771 51,029

減価償却累計額 △42,499 △45,041

その他（純額） 5,271 5,987

有形固定資産合計 117,178 125,793

無形固定資産 2,797 3,472

投資その他の資産

投資有価証券 48,261 45,644

長期貸付金 1,047 3,448

繰延税金資産 3,206 3,799

その他 8,464 9,452

貸倒引当金 △168 △161

投資その他の資産合計 60,812 62,183

固定資産合計 180,788 191,450

資産合計 393,695 395,820
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 77,904

※3
 66,104

電子記録債務 29,953 26,598

短期借入金 22,581 23,933

未払法人税等 3,422 1,973

繰延税金負債 768 798

役員賞与引当金 229 180

設備関係支払手形 ※3
 2,089

※3
 1,900

その他 26,806 26,210

流動負債合計 163,754 147,700

固定負債

社債 20,000 20,000

長期借入金 22,421 23,829

リース債務 2,404 2,565

繰延税金負債 6,845 6,470

退職給付引当金 9,425 10,970

役員退職慰労引当金 607 607

執行役員退職慰労引当金 688 614

その他 807 847

固定負債合計 63,201 65,905

負債合計 226,956 213,605

純資産の部

株主資本

資本金 17,009 17,009

資本剰余金 17,900 19,308

利益剰余金 127,904 140,290

自己株式 △5,345 △793

株主資本合計 157,469 175,815

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 13,413 12,069

為替換算調整勘定 △15,971 △14,772

その他の包括利益累計額合計 △2,557 △2,702

少数株主持分 11,827 9,102

純資産合計 166,739 182,215

負債純資産合計 393,695 395,820
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 322,843 375,068

売上原価 282,075 325,465

売上総利益 40,767 49,602

販売費及び一般管理費 25,014 27,992

営業利益 15,752 21,610

営業外収益

受取利息 454 449

受取配当金 953 718

持分法による投資利益 1,150 277

為替差益 － 1,653

その他 1,273 1,385

営業外収益合計 3,832 4,484

営業外費用

支払利息 681 601

為替差損 989 －

その他 1,113 963

営業外費用合計 2,783 1,564

経常利益 16,801 24,529

特別利益

負ののれん発生益 － 670

固定資産売却益 － 199

その他 113 48

特別利益合計 113 918

特別損失

関係会社出資金評価損 196 －

減損損失 63 335

訴訟関連損失 291 －

段階取得に係る差損 － 279

その他 729 56

特別損失合計 1,281 671

税金等調整前四半期純利益 15,634 24,776

法人税等 3,820 7,480

少数株主損益調整前四半期純利益 11,813 17,296

少数株主利益 1,040 1,107

四半期純利益 10,772 16,188
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 11,813 17,296

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △2,570 △1,338

繰延ヘッジ損益 0 －

為替換算調整勘定 △4,985 1,474

持分法適用会社に対する持分相当額 △652 △211

その他の包括利益合計 △8,207 △75

四半期包括利益 3,605 17,220

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,912 16,044

少数株主に係る四半期包括利益 692 1,176
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１ 連結の範囲に関する事項の変更

  (１) 連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間において、当社を株式交換完全親会社とし、株式会社トープラを株式交換完全子会社

とする株式交換を行いました。

その結果、株式会社トープラを連結の範囲に含めております。

また、当第３四半期連結会計期間より、当社の非連結子会社でありました日発投資有限公司は重要性が増した

ため、連結の範囲に含めております。

  (２) 変更後の連結子会社の数

31社

 
２ 持分法の適用に関する事項の変更

  (１) 持分法適用会社の変更

第１四半期連結会計期間において、持分法適用会社であった株式会社トープラを株式交換により連結子会社

に変更したため、持分法適用の範囲から除外しております。

  (２) 変更後の持分法適用会社の数

７社

　

【会計方針の変更等】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益はそれぞれ 191百万円増加しております。なお、報告セグメントごとの影響額につきましては、セグメント情報等

に記載のとおりであります。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１  保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対して次のとおり保証を行っております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

非連結子会社の金融機関からの
借入に対する債務保証

112百万円 1,504百万円

従業員 158  〃 123  〃

合計 270  〃 1,627  〃

　

※２  (前連結会計年度)

受取手形譲渡高は3,724百万円であります。

受取手形流動化に伴う留保額は1,299百万円であります。

売掛金譲渡高は544百万円であります。

　
(当第３四半期連結会計期間)

売掛金譲渡高は1,384百万円であります。

EDINET提出書類

日本発條株式会社(E01367)

四半期報告書

14/20



　

　

※３  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形 610百万円 840百万円

支払手形 771  〃 129  〃

設備関係支払手形 44  〃 10  〃

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)、

のれんの償却額及び負ののれんの償却額は、次のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

減価償却費 15,835百万円 15,685百万円

のれんの償却額 ―  〃 23  〃

負ののれんの償却額 60  〃 ―  〃
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(株主資本等関係)

  前第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日）

　
１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,873 8.0平成23年３月31日 平成23年６月30日

平成23年11月10日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,639 7.0平成23年９月30日 平成23年12月５日

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

      該当事項はありません。

　

  当第３四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日）

　

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,889 8.0平成24年３月31日 平成24年６月29日

平成24年11月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,943 8.0平成24年９月30日 平成24年12月５日

　

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

      該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

当社は平成24年４月１日付で、当社を株式交換完全親会社とし、日発販売株式会社及び株式会社トープ

ラを株式交換完全子会社とする株式交換を実施いたしました。また、これに伴い保有する自己株式を本株

式交換において交付する株式として充当しております。これらの結果、当第３四半期連結累計期間におい

て資本剰余金が1,407百万円増加し、自己株式が4,551百万円減少しております。また、当第３四半期連結

会計期間末において資本剰余金が19,308百万円、自己株式が793百万円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
（注）

合計
懸架ばね シート 精密部品

産業機器
ほか

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 66,054129,30474,10853,375322,843 ― 322,843

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

1,242 62 686 4,428 6,420△6,420 ―

計 67,297129,36774,79457,804329,263△6,420322,843

セグメント利益(営業利益) 4,598 5,878 2,682 2,59215,752 ― 15,752

(注) １  セグメント間の内部売上高又は振替高の調整額6,420百万円はセグメント間取引の消去であります。

     ２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しており、調整額はございません。

　
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

精密部品事業の資産について減損損失63百万円を計上しております。

　

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
（注）

合計
懸架ばね シート 精密部品

産業機器
ほか

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 75,965151,97493,57253,556375,068 ― 375,068

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

1,241 48 1,393 5,914 8,598△8,598 ―

計 77,206152,02294,96559,471383,666△8,598375,068

セグメント利益(営業利益) 7,140 9,479 2,429 2,56121,610 ― 21,610

(注) １  セグメント間の内部売上高又は振替高の調整額8,598百万円はセグメント間取引の消去であります。

     ２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しており、調整額はございません。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

産業機器ほか事業の資産について減損損失75百万円を計上しております。

また、全社資産について減損損失259百万円を計上しております。
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  ３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に

伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の

法人税法に基づく方法に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「懸架ばね」のセグメント利益

が74百万円増加し、「シート」のセグメント利益が45百万円増加し、「精密部品」のセグメント利益が

46百万円増加し、「産業機器ほか」のセグメント利益が25百万円増加しております。

　

　
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 46.02 円 66.63 円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 10,772 16,188

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

 普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 10,772 16,188

 普通株式の期中平均株式数(千株) 234,074 242,949

  (注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　
２ 【その他】

第93期（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）中間配当については、平成24年11月12日

開催の取締役会において、平成24年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主または登録株式質権

者に対し、次の通り中間配当を行うことを決議し、配当を行っております。

①配当金の総額 1,943百万円

②１株当たりの金額 8.0円

③支給請求権の効力発生日及び

  支払開始日
平成24年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年２月12日

日本発条株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    若    松    昭    司    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    佐    野    康    一    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本
発条株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平
成24年10月１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12
月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本発条株式会社及び連結子会社の平成２４
年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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